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東日本大震災津波からの復興の進捗状況（概要） 

１ 岩手県東日本大震災津波復興計画の期間 

復興基本計画

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

８年間

復興実施計画

第１期～基盤復興期間～
（平成23年度～平成25年度）

平成23年８月策定
平成24年８月一部改訂

第２期～本格復興期間～
（平成26年度～平成28年度）

※平成25年度末策定予定

第３期
～更なる展開へ
の連結期間～
（平成29年度
～平成30年度）

「安全」の確保

•防災のまちづくり

•交通ネットワーク

「暮らし」の再建

•生活・雇用

•保健・医療・福祉

•教育・文化

•地域コミュニティー

•市町村行政機能

「なりわい」の再生

•水産業・農林業

•商工業

•観光

資料2、3「平成24年度復興実施計画の施策体系・事業に基づく進捗状況」
※第１期実施計画で設定した目標に対する事業進捗状況

 

【 資 料 ５ 】 

平 成 2 5 年 3 月 2 8 日 

岩 手 県 復 興 局 



2 

 

２ 復興に向けた３つの原則ごとの取組の進捗状況 

(1)「安全」の確保 

①事業の進捗状況 

 

②進捗状況に係る調査結果 

ア）客観指標：いわて復興インデックス報告書（第５回）（平成 25 年 2 月 22 日公表） 

差

（最新-前回）

がれき がれき処理の進捗率 29.8% 19.7% 進捗率 1.57 1.04 0.53 百万トン 平成25年１月31日 沿岸

防災 津波防災施設の整備率 26.8% 26.8% 整備率 17.9 17.9 0 km 平成24年３月31日 沿岸

項目
最新前回

データ指標

範囲最新時点単位項目 前回最新

 

イ）県民意識：いわて復興ウォッチャー調査（平成 25 年第１回）（平成 25 年 3 月 27 日公表） 

○災害に強い安全なまちづくりの達成度（震災以降における全体の達成状況）

（達成度や進捗状況を判断した主な要因）

達成・やや達成 復興道路の進捗、
防潮堤・防波堤の着工

達成していない・
あまり達成していない

高台移転の遅れ、
防潮堤の復旧の遅れ

【設問】あなたの周囲をご覧になって、災害に強い安全なまちづくりは、被災前と比べてどの程度達成し
たと感じますか？

0.0%

0.7%

12.0%

8.1%

23.3%

21.3%

22.6%

30.1%

39.8%

37.5%

2.3%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H25.2

H24.11

1.達成した 2.やや達成した 3.どちらとも言えない 4.あまり達成していない 5.達成していない 6.分からない

（「あまり達成していない」「達成していない」 の割合 62.4％）

 

③復興実施計画（第１期）の目標に対する進捗率（暫定版） 

進捗率 指標数 割合（％）
100%以上 36 35.0
100%以上未満80％以上 10 9.7
80％未満60％以上 21 20.4
60％未満 36 34.9  

災害廃棄物推計量（5,250 千ｔ）      （平成 25 年 2 月 28 日現在） 

 

【処理目標】

平成26年３月末までの処理完了を目指す。  

 

 

海岸保全施設の復旧・整備状況（136 箇所） （平成 24 年 12 月 25 日現在） 

 

【整備目標】

防潮堤、水門等については、平成27年度までの完了を目指す。
※高田松原地区の防災林造成工事は、平成30年度の完成を目指す。
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【参考】復興まちづくり関連 

面整備事業による民間住宅等用宅地供給時期（想定進捗率 平成 24 年 12 月 31 日現在） 

H24年度

0%

H25年度

11%

H26年度

18%

H27年度

33%
調整中38%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
 

データ出典：「住まいの復興工程表（平成 24 年 12 月現在）」平成 25 年 3 月 7 日復興庁・国土交通省・水産庁公表 

 

（留意事項） 

１ 「面整備事業」とは、防災集団移転促進事業、土地区画整理事業及び漁業集落防災機能強化事業 

２ 土地区画整理事業による供給宅地は、上物（建物）が未定であるため、１区画を１戸として計算 

３ 「供給時期」とは、宅地造成工事の完了時期である。 

４ 供給時期に関する進捗率は、現段階では調整中（用地交渉中や整備計画の策定中など現段階では供給時期が確定して

いなもの）とされ、今後整備時期が確定する事業を含めた想定進捗率である。 
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(2)「暮らし」の再建 

①事業の進捗状況 

 

②進捗状況に係る調査結果 

ア）客観指標：いわて復興インデックス報告書（第５回） 

差

（最新-前回）

新設住宅着工戸数 ＋170.7% ＋154.9%
前年

同月比 157 209 -52 戸 平成24年12月 沿岸

応急仮設住宅入居戸数[-] －0.4% －0.1% 前月比 12,720 12,872 -152 戸 平成25年１月25日 沿岸

医療提供施設数
【医療機関】

90.0% 89.6%
平成23年
３月比 216 215 1 施設 平成25年１月31日 沿岸

医療提供施設数
【薬局】

83.0% 83.0%
平成23年
３月比 83 83 0 施設 平成25年１月31日 沿岸

教育
学校施設復旧率
【県立学校】

89.5% 78.9% 復旧率 17 15 2 校 平成25年１月31日 沿岸

生活

保健
医療
福祉

項目
最新前回

データ指標

範囲最新時点単位項目 前回最新

 

イ）県民意識：いわて復興ウォッチャー調査（平成 25年第１回） 

○被災者の生活の回復度（震災以降における全体の回復状況）

（達成度や進捗状況を判断した主な要因）

回復・やや回復 持ち家再建の進捗、災害公営住宅の着工、
小学校の移転先に目途

回復していない・
あまり回復していない

住環境整備の遅れ、
住宅の移転・再建先が未確定

【設問】あなたの周囲をご覧になって、被災者の生活は、被災前と比べてどの程度回復したと感じます
か？

4.5%

5.1%

40.6%

45.6%

22.6%

14.7%

24.1%

22.1%

8.3%

10.3%

0.0%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H25.2

H24.11

1.回復した 2.やや回復した 3.どちらとも言えない 4.あまり回復していない 5.回復していない 6.分からない

（「回復」「やや回復」 の割合 45.1％）

 

③復興実施計画（第１期）の目標に対する進捗率（暫定版） 

進捗率 指標数 割合（％）
100%以上 85 41.3
100%以上未満80％以上 27 13.1
80％未満60％以上 36 17.5
60％未満 58 28.1  

災害公営住宅の供給時期の見込み（県・市町村合計 5,639 戸） 
データ出典：「住まいの復興工程表（平成 24 年 12 月現在）」 

 
※市町村別供給予定時期は、参考１（ｐ.5）を参照のこと。 

【整備目標】

県整備2,821戸については、平成26年度中の完成を目指す。

 
 

公立学校の復旧・整備（沿岸部被災校 86 校） （平成 25 年 2 月 28 日現在） 

 

86 校 53 校 校 23 (12) 校 61.6%

県立学校 19 校 17 校 校 1 校 89.5%

市町村立学校 67 校 36 校 校 22 (12) 校 53.7%

7 校 6 校 校 - 85.7%

沿岸部公立学校 33

私立学校 1

31

復旧率
復旧済校

復旧工事が完了
していない学校

自校校舎以外で学校
再開をしている学校

（うち、仮設校舎再
開学校）

2

沿岸部学校施設 被災校

 

【整備目標】

県立学校については、平成27年度までの整備完了を目指す。
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【参考１】災害公営住宅の市町村別供給予定時期（平成24年12月31日現在） 

（単位：戸）
市町村名 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度以降 調整中 計

洋野町 4 4

久慈市 11 11

野田村 8 24 10 82 124

田野畑村 107 107

岩泉町 51 51

宮古市 53 530 66 82 731

山田町 72 464 120 46 702

大槌町 215 354 231 180 980

釜石市 54 365 702 1,121

大船渡市 56 131 384 60 177 808

陸前高田市 28 832 80 60 1,000

計 118 1,061 3,276 639 60 485 5,639
割合 2.1% 18.8% 58.1% 11.3% 1.1% 8.6% 100.0%   

【参考２】災害公営住宅の復旧・復興ロードマップ（平成 24 年 12 月 25 日公表「社会資本の復旧・復興ロードマップ」より） 

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

災
害
公
営
住
宅

○　県及び市町村の全体で約
5,600戸の災害公営住宅を整
備

分野 概要

年度別整備スケジュール
第１期（基盤復興期間） 第２期（本格復興期間） 第３期（更なる展開への連結期間）

用 地

（県）

（市町村）

設 計

工事（逐次完成し、Ｈ26年度までに
2,821戸の整備完了を目指す。）

用 地

設 計

工事（逐次完成し、Ｈ27年度までに
2,818戸の整備完了を目指す。）

 

【参考３】被災者生活再建支援制度に基づく加算支援金の支給状況（平成 25 年 2 月 28 日現在） 

加算支援金申請率

25.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
 

（留意事項） 

１ 「供給時期」は、建物の引き渡し時期 

２ 「調整中」は、用地交渉中や整備計画の策定中など、

現時点では供給時期が確定していないもの 

※本県においては、27 年度末までに供給できるよう、

調整を進めているところ。 

データ出典 
「住まいの復興工程表（平成 24 年 12 月現在）」復興庁・
国土交通省・水産庁公表資料 

（留意事項） 

１ 「被災者生活再建支援制度」おける支援金 

①基礎支援金：住宅の被害程度に応じて支給する支援金 

②加算支援金：住宅の再建方法（建設・購入、補修、賃

借の別）に応じて支給する支援金 

 ※ただし、公営住宅は除く 

２ 左表における「加算支援金申請率」 

 ＝加算支援金申請件数／基礎支援金申請件数 
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(3)「なりわい」の再生 

①事業の進捗状況 

ア）水産業 

 

②進捗状況に係る調査結果 

ア）客観指標：いわて復興インデックス報告書（第５回） 

差

（最新-前回）

補助事業による
新規登録漁船数（累計）

79.3% 73.1% 整備率 5,393 4,973 420 隻
平成23年４月

～平成25年１月
沿岸

養殖施設整備台数
（累計）

69.4% 66.1% 整備率 13,797 13,145 652 台
平成23年４月

～平成24年12月
沿岸

産地魚市場水揚量
(年度累計)

62.4% 58.7% ３年平均比 93,490 39,054 － トン
平成24年

４月～12月
沿岸

大型小売店販売額 ＋1.7% ＋2.4%
前年

同月比 11,906 12,602 -696 百万円 平成24年11月 県

鉱工業生産指数
（原指数）

＋0.4% －6.0%
前年

同月比 83.6 82.5 － ― 平成24年11月 県

観光 主要観光地入込客数 －12.2% ＋5.5%
前年

同月比 154,910 480,207 -325,297 人 平成24年12月 県

商工業

項目

水産業

最新前回

データ指標

範囲最新時点単位項目 前回最新

 

イ）県民意識：いわて復興ウォッチャー調査（平成 25年第１回） 

○地域経済の回復度（震災以降における全体の回復状況）

（達成度や進捗状況を判断した主な要因）

回復・やや回復 漁業や関連する水産加工業の再建の進捗による地域経済の回復の
兆し、復興まちづくりに伴う建設業の活気

回復していない・
あまり回復していない

仮設商店街のにぎわいの減退、本設の商店街再建の見通しが立た
ないこと、地域産業の業種による格差

【設問】あなたの周囲をご覧になって、地域経済は、被災前と比べてどの程度回復したと感じますか？

2.3%

2.2%

40.6%

42.6%

33.1%

27.2%

12.8%

16.2%

8.3%

8.8%

3.0%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H25.2

H24.11

1.回復した 2.やや回復した 3.どちらとも言えない 4.あまり回復していない 5.回復していない 6.分からない

（「回復」「やや回復」 の割合 42.9％）

 

 

漁船・養殖施設の復旧・整備状況      （平成 25 年 2 月 28 日現在） 

 

【実施計画（第１期）整備目標】
漁船：6,800隻、養殖施設：19,885台  
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【参考１】平成 24 年度の水揚状況（平成 24 年４月～平成 25 年１月） 

①水揚量・生産量（平成 24 年４月～平成 25 年１月） 

回復率 62.9％

回復率 69.5％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

水揚量

水揚金額

 

※ 回復率は、平成 20 年から 22 年の同期平均との比較による。 

【参考３】流通・加工関連施設（漁協等による水産業共同利用施設）の

復旧・整備状況          （平成 25 年 2 月 28 日現在） 

区 分 着手数 うち竣工数 

魚市場等荷捌き施設 36 箇所 23 箇所 

製氷・貯氷施設 18 箇所 14 箇所 

冷凍冷蔵施設 28 箇所 18 箇所 

加工処理施設 22 箇所 13 箇所 

合 計 104 箇所 68 箇所 
 

【参考２】平成 24 年度の水揚状況（魚種別） 

①水揚量・生産量（平成 24 年４月～平成 25 年１月） 

回復率 33.9％

回復率 66.1％

回復率 64.2％

回復率 66.8％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

サケ

サンマ

ワカメ

アワビ

 

【参考４】主要４港（久慈・宮古・釜石・大船渡）の製氷・冷蔵能力

復旧状況             （平成 24 年 12 月 31 日現在） 

区 分 復旧率 

冷 蔵    （ｔ） 67.5％ 

冷 凍    （ｔ／日） 79.1％ 

製 氷    （ｔ／日） 109.2％ 

貯 氷    （ｔ） 106.8％ 
 

②水揚金額・生産額（平成 24 年４月～平成 25 年１月） 

回復率 53.4％

回復率 74.7％

回復率 75.6％

回復率 72.7％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

サケ

サンマ

ワカメ

アワビ
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イ）商工業 

 

【参考】岩手県産業再生復興推進計画（東日本大震災復興特別区域法） 

（平成 25 年３月 27 日現在） 

認定日 主な特例措置 指定事業者数 

平成 24 年３月 30 日 
（変更認定平成24年８月28日、 

平成25年3月26日） 

・被災地の雇用創出を促進するため
の税制上の特例措置 

・地方税の課税免除又は不均一課税
に伴う措置 

    ※ 
164 事業者 
（185 件） 

 

ウ）被災事業所：被災事業所復興状況調査（平成 25 年第１回）（平成25年3月27日公表） 

55.7%

51.5%

23.2%

26.3%

3.3%

4.7%

3.7%

5.3%

12.4%

10.9%

1.6%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H25.2

H24.8

1.再開済(1005) 2.一部再開済(418) 3.再開予定(60) 4.検討中(67) 5.廃業(224) 99.未回答(29)

（「再開済」「一部再開済」 の割合 78.9％）

 

＜産業分類別の再開状況＞

73.3%

75.0%

55.3%

49.5%

65.0%

53.8%

47.0%

45.1%

55.9%

50.5%

20.0%

19.9%

22.3%

25.7%

19.7%

25.6%

26.8%

27.5%

22.3%

27.1%

1.1%

1.1%

8.5%

10.9%

2.9%

6.0%

2.9%

3.0%

3.5%

5.6%

0.6%

0.6%

4.3%

6.9%

0.7%

4.3%

6.0%

8.9%

3.4%

4.2%

3.3%

2.3%

7.4%

5.9%

11.7%

10.3%

15.9%

14.2%

12.9%

11.4%

1.7%

1.1%

2.1%

1.0%

0.0%

0.0%

1.4%

1.4%

1.9%

1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H25.2（180）

H24.8（176）

H25.2（94）

H24.8（101）

H25.2（137）

H24.8（117）

H25.2（515）

H24.8（506）

H25.2（877）

H24.8（879）

*
*

*
*

*

建設業

水産

加工業

製造業
（水産加工

除く）

卸売

小売業

その他

 

③復興実施計画（第１期）の目標に対する進捗率（暫定版） 

進捗率 指標数 割合（％）
100%以上 125 49.6
100%以上未満80％以上 27 10.7
80％未満60％以上 45 17.9
60％未満 55 21.8  

 

 

 

 

「二重債務問題」解決に向けた国、県、県内金融機関等による取組状況 
・「岩手県産業復興相談センター」の相談受付件数 

404 件（平成 25 年２月 28 日現在）  

・「岩手産業復興機構」による債権買取決定件数 

50 件（平成 25 年３月 18 日現在）  

・「東日本大震災事業者再生支援機構」による債権買取決定件数 

       48 件（平成 25 年３月１日現在） 

中小企業等復旧・復興支援事業（グループ補助金）の活用状況 

（平成 25 年 3 月 18 日現在） 

区分 事業者数 交付決定額

Ｈ23 30グループ 295者 436億円

Ｈ24 65グループ 864者 316億円

合 計 95グループ 1,159者 752億円
 

沿岸部宿泊施設の復旧状況（震災前比）   （平成 25 年１月 31 日現在） 

 

(注）岩手県観光協会発行の「岩手の旅」掲載施設を基本とし、市町村から再開の報告
があったもの及び東日本大震災津波後に新規開業したものの計。 

※ 宿泊定員は、「被害なし」、「営業再開済」、「新規開業」の合計 

※指定事業者数は、平成 25 年 3 月 22 日現在であること。 
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３ 復興を加速するために当面する主要課題 

現  状 課  題 

(1)被災地復興のための人的支援 

◆被災市町村等への職員派遣の状況 （平成 24 年度） 

①要請数 366 名 

②中長期職員派遣決定者          （平成 25 年３月 1 日現在） 

宮古市 大船渡市 久慈市 陸前高田市 釜石市 大槌町 

30 名 48 名 1 名 65 名 42 名 81 名 

山田町 岩泉町 田野畑村 野田村 一関市 計 

27 名 2 名 9 名 14 名 2 名 321 名 
 

 

●平成 25年度以降、防災まちづくり事業に関連する工事着手が本格化 

①被災地のまちづくりや災害公営住宅等ハード事業を担う技術職員の不足  

②用地買収、埋蔵文化財調査等の専門的知識・経験を有する職員の不足 

＜平成 25 年度職員派遣の調整状況 （平成 25 年 3 月 1 日現在）＞ 

要請数 応諾数 要請に対する充足率 

479 名 407 名 85.0％ 

 

① 県職員の市町村派遣や、任期付職員及び再任用職員の活用 
② 全国知事会、市長会、町村会等を通じた応援職員の派遣要請の継続 
③ 復興庁の支援による国職員ＯＢや民間企業職員の受け入れ調整 

④ 「いわて復興応援隊」の増員等により、民間の力の活用 

(2)復興財源の確保・自由度の高い財源措置 

◆岩手県の東日本大震災津波関連予算の概要（平成25年3月26日現在。単位：億円） 

平成 22 年度予算から平成 24 年度 2 月現計予算 12,707 

平成 25 年度当初予算  5,161 

合計 17,868 

 

◆取崩し型復興基金 
被災団体が地域の実情に応じて、住民生活の安定やコミュニティの再生、地域経

済の振興・雇用維持等について、単年度予算の枠に縛られずに弾力的かつきめ細か

に対処できる資金       （単位：億円） 

原資 配分 

特別交付税（総務省） 635  市町村交付金 425  

クウェートからの支援金 84 県事業 300  

寄付金 6   

計 725  計 725  
 

 

●基盤整備の進捗に伴い、被災者の「住まい」「なりわい」に関するニーズ

が多様化 

①国の平成 24 年度補正予算により、住宅再建支援に対する特別交付税が追
加措置されたところ。 

 
②一方、まちづくりの具体化とともに中小事業者の再建支援など、「なりわ
いの再生」に対するニーズが高まっており、事業中途における基金の早期
枯渇が懸念されるところ。 

 

被災地の実情に応じてきめ細かに復興を成し遂げていくためには、被災地が
創意工夫できる自由度の高い財源が必要であり、今後とも、国に対し、復興
交付金の柔軟な運用や、震災復興特別交付税の更なる増額を引き続き要望 

 

今 後 の 対 応 の 方 向 

※市町村交付金のうち、215 億円は、国の増額交付の趣旨に基づき、津波によ
り被災した持ち家住宅の再建を支援するため、津波による被災地域を含む 11
市町村に限定交付。 

今 後 の 対 応 の 方 向 

＜主な活用事業＞  

○被災者住宅再建支援事業費補助  

○中小企業被災資産復旧事業費補助  

○震災復興事業用地取得事業  

○仮設店舗等整備事業 
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現  状 課  題 

 (3)事業用地の円滑かつ迅速な確保 

◆権利者調査の状況（平成 25年１月末現在） 

災害復旧事業で整備する防潮堤や、復興交付金による道路事業、災害公

営住宅等の取得予定用地について、107 地区、約 5,300 件の権利者調査を

実施した結果、約 1,900 件（約４割）に所有者不明や相続未処理等の懸案

事項が存在 

 

 

地区数 件数 

懸案件数 
懸案 

割合 
所有者不明 

行方不明 

共有 

相続 
抵 当 権 重複調整 合計 

107 5,274 71 1,073 894 -128 1,910 36.2% 

 

●用地交渉や取得手続等に多大な手続と時間を要する 

・所有者自体が不明等⇒土地収用手続の活用（従前２年以上） 

・所有者が行方不明⇒不在者財産管理制度の活用（従前３～４か月程度） 

・多数権利者（共有・相続等）⇒全権利者と用地交渉 

 

 

 

① 関係省庁（復興庁、国土交通省及び法務省）による連絡会を設置し、片

岸海岸防潮堤整備事業（釜石市）をモデルケースとして対応策を検討中 

【主な対応方針】 

・ 不在者財産管理制度等の円滑な活用（モデル申請事例の作成や、弁護

士会、司法書士会等との連携強化など） 

・ 土地収用手続の迅速化（モデル申請書の作成や、審査期間の短縮など） 

② 国に対して、不明所有者に代わり市町村が管理できるなどの特例措置等

を継続して要望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今 後 の 対 応 の 方 向 
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【参考】復興の加速化に向けた国の対応状況 

１住宅再建・復興まちづくりの加速化に向けた施策パッケージ（概要） 

 

出典：住宅再建・復興まちづくりの加速化に向けた施策パッケージ 
（平成 25 年３月７日復興推進会議資料） 

２復興交付金の運用の柔軟化について（概要） 

 
出典：復興交付金の運用の柔軟化について（概要）（平成 25 年３月７日復興推進会議資料） 



 

 

 


